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「データが命」のEBPM。
今、海外では何が起こっ
ているのか。

• 0-19歳の国内の公立学校につい
て、どのクラスで、どの先生に、
どの授業を、何時に受けたかがす
べてわかるパネルデータを公開。

• 海外の研究者も分析するチャンス
がある。



統計データの開示に1年以上の時間がかかり、
それを数週間から数か月に短縮する → この
改革を3～4年をかけて実施
（2023年3月6日の規制改革推進会議で議論）

医療のレセプト情報の第三者提供の実績

民間事業者へ提供拡大などに伴い、ＮＤ
Ｂ提供件数は増加傾向にある。一方、
NDBのデータ蓄積量の増加に伴い、デー
タ抽出量が急激に増加しており、データ
提供に時間を要している。

（2022年11月7日の規制改革会議での厚
生労働省提出資料）

（心の声）

もはや、正気の沙汰ではない。

日本では何が起こったか？



行政記録情報の活用

北欧諸国で目立つ動き

オランダ、ベルギー、
スウェーデン、オース
トリアなどの９か国で
採用（2015年段階）

国勢調査の実施にか
かるコストの削減や、
統計としての質の担保
を目的とする
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ノルウェー国勢調査における行政記録データの接続
（総務省のHPより）



行政記録情報の研究利用が進む
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学術誌における行政データを利用した
分析(青色)の割合が

近年急速に増加している
(Einav and Levin (2014), Science)

行政データを活用した研究が社会科学において大き

な存在感を発揮し始めている

日本の大学の社会科学部門における

国際競争力の獲得においても非常に重要

米国は、北欧と比較して行政データの研究利用の

法・制度面での整備が遅れており、危機感が強い

日本人研究者も海外の行政データを利用した研究を

はじめている

がん生存者と
その雇用についての研究

(Heinesen, Imai and Maruyama, JHE)



行政記録情報とEBPM
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税に関する行政記録と国勢
調査を照合して推計。「白
い地域」は親よりも高い所
得を得られる確率が高い地
域、「赤い地域」はその確
率が低い地域。

貧困の連鎖が生じる地域の
特徴がわかる。

“Moving to 
Opportunity”:米国住宅都
市開発局とハーバード大学
の研究者が共同で、低所得
の家族を、赤い地域→白い
地域への引っ越しを支援す
るバウチャー券を配布する
というランダム化比較試験

将来（親よりも）高い所得を得る確率が高い地域はどこか？

赤＝下降移動、白＝上昇移動
Source: The Opportunity Atlas: Chetty, Friedman, Hendren, Jones, Porter 2019 



過去の経験から学ぶ
リーマンショック時の現金給付（約４～8万円）について、アメリカでは厳
密な効果検証を実施。

Parker et al (2013, AER)は、給付金の12％相当が非耐久消費財の支出に
まわり、全体では給付金の52%相当が消費支出に充てられた。この効果は、
高齢者・低所得者・持ち家がある家庭に大きかった。

リーマンショック時の麻生政権でも１人当た
り１万2000円から２万円の定額給付を実施。

麻生太郎財務相は、給付額の多くは貯蓄に回
り、「あまり効果がなかった記憶がある」

（出所）2020年4月2日 日本経済新聞



コロナ対策はうまくいったのか
• ハーバード大の経済学者グループ（Opportunity 

Insights）は、公的統計と民間企業から提供された匿名加
工の支出、収益、雇用などに関するリアルタイムデータを
照合して、分析を行い、Covid-19が「いつ」「誰に」
「どのような」影響をもたらしたのかを細かに分析。

• 低所得世帯への景気刺激策は、個人消費を大幅に増加させ
たが、COVID-19ショックの影響を最も受けた企業（例え
ば飲食業）にはほとんど流入せず、雇用にプラスの効果を
もたらさなかった。中小企業に対する融資は、中小企業の
雇用を2％しか増やさず、雇用を1件増加させるのに37万
7,000ドルものコストがかかったことになる。

• 総需要を刺激したり、企業に流動性を提供したりする伝統
的なマクロ経済手段では、健康上の懸念から個人消費が制
限された場合に雇用を回復するのに十分ではない。パンデ
ミックの際には、社会保険によって経済的苦難を軽減する
方がより効果的。



78,000ドルの壁
米国における第2回目の給付金は、78,000ドル以上の家計にとって、消費を増
加させる効果が低く、逆に貯蓄を増加させている。

低所得世帯が依然として不況下で雇用を回復させられずにいる中、高所得層に
とっては景気後退期を脱した。バイデン政権下における定額給付金の上限が
75,000ドルとすることの根拠となった。

2023/3/8

1回目の現金給付

2回目の現金給付

7.8万ドル以上5.9万ドル以上7.8万ドル未満4.6万ドル以上5.9万ドル未満4.6万ドル以下

クレジットカード等の支出データを分析し、1月4日に2回
目の現金給付（600ドル）が届き始めた頃、収入が約5
万ドル未満の家計や個人の支出が明らかに増加。一方、
7.8万ドルを超える収入のある家計や個人の支出はほと
んど変化せず。

（出所）The Washington Post, January 26, 2021



10万円の特定定額給付金の効果
10万円の特定定額給付金の効果を測った研究（Kaneda, et al, 2021）。自
治体ごとの手続き時期や個人の申請タイミングにより、家計への支給日が
2020年5月から8月の間で大きく異なった。マネーフォワードの23万人の家
計データを用いた分析。

給付金が支給された週から数週間にわたり消費が増加した。また定義による
が、給付金のうち6%～27%が消費として利用された。労働所得の低い家計、
また銀行預金などの流動資産を十分に保有していない家計は、他の家計に比
べより多くの給付金を消費として利用した。

（Kaneda, et al, 2021）



データを用いて政策上の意思決定をすることは、
もはや「当然」の社会になる

（んだけど、その前にデータの整備が必要）

2023/3/8
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「縦割り」による弊害
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重複困難 経済困難のみ

困難度が高い

困難度が低い

学力等が高い

学力等が低い

数値が高い方が学力や非認知能力が高い数値が高い方が困難度が高い

標準偏差（SD）

（注）2020年10月に認定ＮＰＯ法人カタリバとともに経済困窮家庭の児童・生徒と保護者222人を対象に実施したアンケート調査に基づく。平均0、標準偏差1に標準化した値を示しており、すべての変数で2群の間に統計的に有意な差が
ある。ＳＤＱは子供の情緒や行動についての25問の質問を集計したもので、数字が大きいほど困難度が高い。
（出所）中室牧子（2021）「子ども庁、何を優先すべきか(上) 縦割りの排除、自治体でも」 日本経済新聞 経済教室 6月1日

• 経済困窮以外の課題を同時に抱える世帯は、実に全体の40.2％にも上る。経済困窮に
加えて、19％が発達障害、7%が身体障害があり、13％が不登校となっている。

• 発達障害や身体障害は健康・保健関連部署、不登校は教育委員会、経済困窮は福祉関
連部署の担当であり、行政の縦割りによって、保健・教育・福祉の所管横断的な情報共有
が妨げられ、重層的な課題を抱える子供に対する支援が十分に行われているとは言えない。

経済困窮世帯と、経済困窮以外に複数の
困難を抱えている世帯の子供では、学力や
非認知能力、問題行動等に大きな差があ
る。



• 就学援助率や不登校率の高い学校で集中的に教員加配を行うことは格
差解消につながり、かつ平均的な効果を押し上げる政策となる可能性
が高い。

• 最適な学級規模は、学級の環境に依存して決まり、学力の高い素行の
よい生徒にとっては、学級規模はむしろ「大きいほうがよい」という
結論に至っているものもあるため（Lazear, 2001）、全ての学校で
少人数学級が良いとは限らない。

「全員平等」から「ニーズに合わせた資源配分」へ
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就学援助率が非
常に高い学校群
がある

関東のある政令指定都市の就学援助率は、小学校は0～
35.5％、中学校は0.8～33.1％と学校差がある。
また、就学援助率が0%の学校に勤務する小学校教員と、最
新の就学援助率全国平均値（14.72%）の学校に勤務す
る小学校教員の労働時間の間に週3時間40分の労働時間
格差がある（小学校100校・中学校38校/計2038名の正規
採用教員を対象にした調査）。

いじめ・暴力・不登校率
が非常に高い学校群が
ある

いじめ・暴力・不登校数は、多くの学校では0件だが、極端にいじめ・暴
力・不登校件数が高い特定の学校が存在している。

就学援助率の分布（関東の政令指定都市）
いじめ・暴力・不登校の分布（同）



今後、何をすべきか

縦割行政の打破（＝困難な状況にある子どもたちは、複
数の課題を抱えている）

子供や学校のニーズに応じたカスタムメイドの支援をプッシュ
型で。

子供の支援に「予防」という考え方を。
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補足資料



準備ができている自治体もある
これらの背景として

1. EBPMのために作ら
れたデータベースで
はない

2. 統計収集に追加的な
コストをかけられな
い財政事情

3. 貧困世帯や外国人児
童など、通常の統計
では捕捉しづらいが
政策の対象であるグ
ループを分析する必
要性
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尼崎市：学びと育ち研究所
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就学前から就学後にかけて長く家庭に経済的困難を
抱える児童がいる

就学前後における生活保護受給または就学援助受給の有無の関連
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無・無 有・無 無・有 有・有

有・有

無・有

有・無

無・無

就学前の生活保護受給有無（0～3歳・4～6歳）

6人
(0.22%)

2671人
(96.95%)

27人
(0.98%)

51人
(1.85%)

就学後の生活保護または
就学援助受給有無
（7～9歳・10～12歳）

ひとたび経済的困難
におちいると
経済的困難が長く続
く傾向にある
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（経済リスク有の）

3歳児健診時発達リスク

無 有

家庭の経済リスクと健康・発達上のリスクのリスク
が重複する児童がいる

就学前に家庭の経済リスク・健康・発達上のリスク・3歳児健診未受診リスクのあった児童の内訳

就学前経済リスク
無

（経済リスク無の）

3歳児健診時発達リスク

無 有

14654人
(97.60%)

12612人
(86.07%)

295人
(81.72%)

2042人
(13.93%) 66人

(18.28%)

経済リスク有
361人(2.40％)

注. 健康・発達上のリスクについては、３歳児健診未受診者を含まない。
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就学前経済リスク

無 有

3歳児健診が未受診の場合，家庭に経済リスクを抱え
ている確率が高い

就学前に家庭の経済リスク・健康・発達上のリスク・3歳児健診未受診リスクのあった児童の内訳

3歳児健診未受診リスク
無

就学前経済リスク

無 有

15015人
(92.48%)

14654人
(97.60%)

1095人
(89.68%)

361人
(2.40%)

126人
(10.32%)

未受診リスク有
1221人
(7.52％)


